
親元就農促進支援事業実施要領 

 

（目的） 

第１条 本県農業は、農家数の減少、農業従事者の高齢化の進行など多くの課題を抱えてお

り、果樹など本県を代表する農作物の産地を維持・発展させていくためには、農家子弟の

親元就農により確実に経営継承を進めていくことが不可欠である。しかし、親元就農の推

進に当たっては、就農後の収入低下など経済的な不安が課題となっている。 

そこで、親元就農者を確保するため、三親等以内の親族が経営する県内の農業経営体に

就農した新規の農家子弟に対して支援し、経済的な不安を解消することを目的として親元

就農促進支援事業（以下「本事業」という。）を実施する。 

 

（事業内容） 

第２条 三親等以内の親族が経営する県内の農業経営体に就農した農家子弟で将来的な経営

継承や規模拡大に取り組む者（以下、「交付対象者」という。）に対して市町村が補助する

場合、県が市町村に対して助成する。 

 

（交付主体） 

第３条 本事業の交付主体は、市町村とする。 

  

（交付要件等） 

第４条 市町村は、交付対象者及びその就農先の農業経営体が以下の全ての要件を満たす場

合、交付対象者に対し予算の範囲内で補助金を交付する。 

 １ 就農先の農業経営体の要件 

次の（１）～（３）のいずれかに該当すること。 

（１）就農先の農業経営体の経営主（以下、「経営主」という。）が農業経営基盤強化促進法

（昭和５５年法律第６５号）第１２条第１項に規定する農業経営改善計画の認定を受

けた者（以下「認定農業者」という。）であること。 

（２）経営主が地域計画のうち目標地図（農業経営基盤強化促進法第１９条第３項に規定

する地図をいう。）に位置付けられている、もしくは位置づけられることが確実と見込

まれる又は人・農地プランに中心経営体として位置づけられている者であること。 

（３）交付対象者が経営を継承し認定農業者になることが確実と認められる者であること

（既に認定されている場合を含む。）。 

２ 経営主の要件 

経営主の世帯において、農業に従事する者一人当たりの前年の農業所得が４００万円

以下であること。 

３ 交付対象者の要件 

（１）就農時の年齢が５０歳未満の者であること。 

（２）経営主の三親等以内の親族であること。ただし、経営主が配偶者であり、その経営



に従事する場合は、個別に交付の妥当性を判断することとする。 

（３）第７条の１の事業計画を作成し、市町村長の認定を受けていること。 

（４）従事する農業経営体の所得、売上、付加価値額（収入総額から費用総額を控除した 

額に人件費を加算した額）又は経営面積のいずれかを交付後５年以内に現状より５％

以上増加させること。 

（５）事業計画の承認申請時において、前年の本人及び配偶者（同居又は生計を一にする

別居の配偶者が該当する。）の合計の所得が６００万円以下であること。 

（６）事業計画の申請時において、経営主と家族経営協定を締結していること。 

（７）事業計画の申請時において、経営主が経営する農業経営体に就農した日（就農した

日については、家族経営協定の締結日、又は青色事業専従者となった日（青色申告申

請日）で確認する。以下、「就農日」という。）から１年を超えていないこと。 

（８）新規就農者育成総合対策のうち、就農準備資金及び経営開始資金の交付対象となら

ないこと。 

（９）国、県、市町村等が実施する同様の事業による補助金、交付金その他の給付金を受 

けていないこと。 

（１０）目標年度までの年間の農業従事日数が２２５日（１，８００時間）以上であるこ

と。 

 

（交付金額） 

第５条 交付主体が交付する金額は、交付対象者が従事する農業経営体の所得、売上、付加

価値額又は経営面積のいずれかを交付後５年以内に現状より５％以上増加させる場合は１

人あたり５０万円、１０％以上増加させる場合は１人あたり１００万円とする。 

 

（補助金返還の条件） 

第６条 次に掲げる要件に該当する場合、交付対象者は補助金を返還しなければならない。

ただし、２に該当する場合であって、病気や災害等のやむを得ない事情として交付主体が

認めたときは、この限りでない。 

１ 虚偽の申請等を行った場合は補助金の全額を返還する。 

２ 就農日から５年間営農を継続しなかった場合にあっては、交付済みの補助金の総額に、

営農を継続しなかった期間（月単位）を５年間（６０箇月）で除した値を乗じた額を返還

する。ただし、第７条の４の（３）の手続を行い、就農を中断した日から原則１年以内に

就農再開し、就農中断期間と同期間更に就農継続した者を除く。 

 

（交付対象者の手続） 

第７条 交付対象者の手続は、以下のとおりとする。 

１ 事業計画の承認申請 

補助金の交付を受けようとする者は、事業計画承認申請書（様式第１号）を作成し、交

付主体に提出する。承認申請は原則として、就農日から１年以内に行うものとする。 



２ 事業計画の変更申請 

事業計画の承認を受けた者は、事業計画の内容を変更しようとするときは、１の承認

申請に準じて、速やかに変更申請をしなければならない。ただし、追加の設備投資を要し

ない程度の経営面積の拡大や品目ごとの経営面積の変更など、目標達成に影響のない軽

微な変更の場合はこの限りでない。 

３ 交付申請 

１の承認を受けた者は、交付申請書を作成し、交付主体に補助金の交付を申請する。交

付申請は原則として、就農日から１年以内に行うものとする。 

４ 就農状況報告等 

（１）就農状況報告 

交付対象者は、就農日から５年間（（３）の手続を行い、就農を中断した場合は、就

農中断期間を除いて５年間とする。以下同じ。）、毎年度、当該年度における就農状況を

就農状況報告（様式第３号）により翌年度の４月末日までに交付主体に提出するもの

とする。ただし、初回の報告対象期間は就農日から交付年度の３月末日までとし、最終

の報告対象期間は就農日から起算して５年を経過する年度の３月末日までとする。 

（２）住所等変更報告 

交付対象者は、就農日から５年以内に氏名、居住地や電話番号等を変更した場合は、

変更後１箇月以内に住所等変更届（様式第４号）を交付主体に提出する。 

（３）就農中断報告 

交付対象者は、就農日から５年以内にやむを得ない理由により就農を中断する場合

は、中断後１箇月以内に交付主体に就農中断届（様式第５号）を提出する。なお、就農

中断期間は就農を中断した日から原則１年以内とし、就農を再開する場合は就農再開

届（様式第６号）を提出する。 

（４）離農報告 

交付対象者は、就農日から５年以内に農業経営を中止し、離農した場合は、離農後１

箇月以内に離農届（様式第７号）を交付主体に提出する。 

５ 返還免除 

交付対象者は、第６条の病気や災害等のやむを得ない事情に該当する場合は返還免除

申請書（様式第８号）を交付主体に提出する。 

６ 申請窓口 

（１）農業経営主が主として営農する市町村が申請の窓口となり、交付することを基本と

する。 

（２）農業経営主が主として営農する市町村と交付対象者が居住する市町村が異なる場合

は、両市町村で調整の上、居住する市町村から交付することができる。 

 

（交付主体の手続） 

第８条 交付主体の手続きは、以下のとおりとする。 

１ 事業計画作成への助言及び指導 



交付主体は、補助金の交付を受けようとする者が事業計画を作成するに当たっては、

当該者に対し、農務事務所等の関係機関と協力して、事業計画の妥当性及び目標達成の

実現性の観点から、必要な助言及び指導を行うものとする。 

２ 事業計画の承認 

交付主体は、補助金交付を受けようとする者から事業計画の承認申請があった場合に

は、事業計画の内容について審査する。 

審査の結果、第４条の要件を満たし、補助金を交付して就農を支援する必要があると

認めた場合は、予算の範囲内で事業計画を承認し、審査結果通知書（様式第２号）によ

り、審査の結果を申請した者に通知する。 

なお、審査に当たっては、交付主体に加え、農務事務所等の関係機関による面接等の実

施により行うものとする。 

３ 事業計画の変更の承認 

交付主体は、事業計画の変更申請があった場合は、２の手続に準じて、承認する。 

４ 補助金の交付  

補助金の交付申請を受けた交付主体は、申請の内容が適当であると認めた場合は補助

金を交付する。 

５ 就農状況の確認 

第７条の４の（１）の就農状況報告を受けた交付主体は、同様式により就農状況を確認

する。なお、必要に応じて現地確認を行うとともに、目標達成に向けて経営改善等が必要

な場合は、農務事務所等と連携して適切な助言及び指導を行うものとする。 

６ 返還免除 

交付主体は、交付対象者から提出された返還免除申請の申請内容が第６条のやむを得

ない事情として妥当と認められる場合は補助金の返還を免除することができる。返還の

免除が認められる場合、市町村は返還免除通知書（様式第９号）により、交付対象者に通

知する。 

７ 交付対象者情報の共有 

県及び交付主体は交付対象者の情報を共有することにより、フォローアップに活用す

るとともに、交付状況の確認、重複や虚偽申請の確認のために利用するものとする。 

 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、本事業の実施に必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 


